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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等

回次 第124期中 第125期中 第126期中 第124期 第125期

会計期間

自平成25年
４月１日

至平成25年
９月30日

自平成26年
４月１日

至平成26年
９月30日

自平成27年
４月１日

至平成27年
９月30日

自平成25年
４月１日

至平成26年
３月31日

自平成26年
４月１日

至平成27年
３月31日

売上高 (千円) 1,256,854 1,259,659 1,286,215 3,160,866 3,162,368

経常利益又は経常損失（△） (千円) △212,669 △199,796 △159,042 173,677 207,817

親会社株主に帰属する中間純損失

（△）又は親会社株主に帰属する当

期純利益

(千円) △132,457 △125,675 △106,721 144,013 191,516

中間包括利益又は包括利益 (千円) △127,097 △107,728 △105,635 171,707 227,450

純資産額 (千円) 1,622,800 1,797,365 2,047,040 1,921,604 2,152,675

総資産額 (千円) 5,298,119 5,349,216 5,332,184 5,244,452 5,260,240

１株当たり純資産額 (円) 238.58 264.25 301.03 282.59 316.48

１株当たり中間純損失金額（△）又

は１株当たり当期純利益金額
(円) △19.48 △18.48 △15.69 21.18 28.16

潜在株式調整後１株当たり中間（当

期）純利益金額
(円) － － － － －

自己資本比率 (％) 30.6 33.6 38.3 36.6 40.9

営業活動によるキャッシュ・フロー (千円) △98,875 △94,628 △143,496 435,611 564,019

投資活動によるキャッシュ・フロー (千円) 3,991 △4,903 △7,479 △29,121 △28,011

財務活動によるキャッシュ・フロー (千円) 254,069 60,829 4,356 △309,759 △490,017

現金及び現金同等物の中間期末（期

末）残高
(千円) 336,395 235,237 173,312 273,940 319,930

従業員数
(人)

368 371 372 362 365

〔外、平均臨時雇用者数〕 〔50〕 〔50〕 〔53〕 〔51〕 〔51〕

（注）１．売上高には消費税等は含まれていない。

２．潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額については、１株当たり中間純損失金額であり、また、潜在株式

が存在しないため記載していない。

３．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していない。
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(2）提出会社の経営指標等

回次 第124期中 第125期中 第126期中 第124期 第125期

会計期間

自平成25年
４月１日

至平成25年
９月30日

自平成26年
４月１日

至平成26年
９月30日

自平成27年
４月１日

至平成27年
９月30日

自平成25年
４月１日

至平成26年
３月31日

自平成26年
４月１日

至平成27年
３月31日

売上高 (千円) 1,227,801 1,228,674 1,260,762 3,097,918 3,092,986

経常利益又は経常損失（△） (千円) △210,973 △203,715 △157,701 174,153 198,227

中間純損失（△）又は当期純利益 (千円) △130,780 △129,562 △105,395 144,994 182,544

資本金 (千円) 100,000 100,000 100,000 100,000 100,000

発行済株式総数 (千株) 6,800 6,800 6,800 6,800 6,800

純資産額 (千円) 1,519,737 1,679,620 1,933,487 1,797,713 2,035,716

総資産額 (千円) 5,135,118 5,146,237 5,140,847 5,081,379 5,073,582

１株当たり配当額 (円) － － － － －

自己資本比率 (％) 29.6 32.6 37.6 35.4 40.1

従業員数
(人)

353 356 357 347 351

〔外、平均臨時雇用者数〕 〔50〕 〔50〕 〔53〕 〔51〕 〔51〕

　（注）１．売上高には消費税等は含まれていない。

２. １株当たり配当額については、当社は配当を行っていないため記載していない。
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２【事業の内容】

　当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について重要な変更は

ない。また、主要な関係会社における異動もない。

 

３【関係会社の状況】

　当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はない。

 

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況 平成27年９月30日現在
 

セグメントの名称 従業員数（人）

バス事業 251（ 14）

航空代理店事業 94（  1）

駐車場事業 －（ －）

報告セグメント計 345（ 15）

その他 17（ 35）

全社 10（  3）

合計 372（ 53）

　（注）１.従業員数は就業人員数であり、臨時従業員数は（　）内に当中間連結会計期間の平均人員を外数で記載して

いる。

　２.駐車場事業の運営はすべて外部に委託している。

(2）提出会社の状況 平成27年９月30日現在
 

従業員数（人） 357（ 53）

　（注）従業員数は就業人員数であり、臨時従業員数は（　）内に当中間会計期間の平均人員を外数で記載している。

 

(3）労働組合の状況

　私鉄中国地方労働組合日ノ丸自動車支部は日本私鉄労働組合総連合会に属し、平成27年９月30日現在の組合員数

は300名でユニオンショップ制である。また、連結子会社の㈱日ノ丸観光トラベルにおける平成27年９月30日現在

の組合員数は9名である。なお、労使関係について特に記載すべき事項はない。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1）業績

　当中間連結会計期間における我が国経済は、政府や日銀による経済・金融政策を背景に、輸出企業を中心に設

備投資や雇用の改善が見られるなど、景気は緩やかな回復傾向となったが、その一方で、個人消費の低迷や円安

による原材料の価格上昇などにより、景気の先行きは不透明な状況が続いている。

　このような情勢のなか、当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、引き続き安全輸送対策の推進や、地球

環境への対応等、積極的に取り組みながら経営の効率化に努めた結果、売上高は1,286,215千円と、前年同期に比

べ26,556千円（2.1％）増収となり、営業損失は169,624千円と、前年同期に比べ52,437千円（23.6％）減少と

なった。なお、この損失は下期に確定する運行費補助金等で解消される見込みである。

　当社グループの売上高は、通常の営業形態によるものの他、売上に計上している運行費補助金等が下期におい

て確定するため、連結会計年度の上半期と下半期の売上高との間に著しい相違がある。

　セグメントの業績は、次のとおりである。なお、セグメント別の売上高及び営業損益には、セグメント間の振

替高を含め、セグメント間取引は相殺前の金額で記載している。

①バス事業

　当事業は、貸切バスの運賃の単価増による売上増加により、売上高は前中間連結会計期間（810,013千円）に

比べ51,345千円（6.3％）増の861,358千円となり、営業損失は、燃料費の減少等もあり、前中間連結会計期間

（294,872千円）に比べ83,567千円（28.3％）減の211,304千円となった。

②航空代理店事業

　当事業の売上高は、運賃手数料収入の減少等もあり、前中間連結会計期間（271,587千円）に比べ18,935千円

（7.0％）減の252,652千円となった。営業利益は、前中間連結会計期間（72,525千円）に比べ25,597千円

（35.3％）減の46,928千円となった。

③駐車場事業

　当事業の売上高は前中間連結会計期間（54,829千円）に比べ1,217千円（2.2％）増の56,047千円となり、営

業利益は前中間連結会計期間（39,717千円）に比べ229千円（0.6％）増の39,946千円となった。

④その他

　当事業は、旅行斡旋、受注整備、物品販売及び受託バス事業を行っているが、売上高は前中間連結会計期間

（133,885千円）に比べ6,522千円（4.9％）減の127,362千円となり、営業利益は、燃料費の減少等もあり、前

中間連結会計期間（20,364千円）に比べ3,214千円（15.8％）増の23,578千円となった。

(2）キャッシュ・フロー

　当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前年同期に比べ61,925千円

（26.3％）減少し、173,312千円となった。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当中間連結会計期間における営業活動の結果、使用した資金は143,496千円（前年同期比51.6％増）となった。

これは、仕入債務の減少が主な要因である。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当中間連結会計期間における投資活動の結果、使用した資金は7,479千円（前年同期比52.5％増）となった。こ

れは定期預金の払戻の減少が主な要因である。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当中間連結会計期間における財務活動の結果、得られた資金は4,356千円（前年同期比92.8％減）となった。こ

れは短期借入金の純増減額の減少が主な要因である。

 

２【生産、受注及び販売の状況】

　当社グループは、主に一般顧客を対象にバス事業及び航空代理店事業等を行っており、生産及び受注の状況につい

て該当事項はない。また、販売の状況については「第２　事業の状況　１業績等の概要」におけるセグメントの業績

に関連付けて示している。

 

３【対処すべき課題】

　当中間連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はない。
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４【事業等のリスク】

　当中間連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した事

業等のリスクについての重要な変更はない。

 

５【経営上の重要な契約等】

　当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はない。

 

６【研究開発活動】

　当中間連結会計期間において、記載すべき研究開発活動はない。

 

７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（1）経営成績

　当社グループ（当社及び当社の関係会社）の当中間連結会計期間における売上高は、1,286,215千円（前年同期

比2.1％増）、営業損失は、169,624千円（前年同期比23.6％減）、経常損失は、159,042千円（前年同期比20.4％

減）、中間純損失は、106,721千円（前年同期比15.1％減）となった。

各項目の分析については次のとおりである。

売上高

　当中間連結会計期間における売上高は、前中間連結会計期間（1,259,659千円）に比べて26,556千円（2.1％）

増加し、1,286,215千円となった。この増加の主な要因は、バス事業における貸切バスの運賃の単価増による売上

増加である。

売上原価

　当中間連結会計期間における売上原価は、前中間連結会計期間（1,383,788千円）に比べて34,316千円

（2.5％）減少し、1,349,472千円となった。この減少の主な要因は、燃料費の減少等によるものである。

営業損失

　当中間連結会計期間における営業損失は、前中間連結会計期間（220,062千円）に比べて52,437千円（23.6％）

減少し、169,624千円となった。

経常損失

　当中間連結会計期間における営業外収益は、前中間連結会計期間（29,238千円）に比べて13,748千円

（47.0％）減少し15,490千円となり、営業外費用は、前中間連結会計期間（6,973千円）に比べて2,066千円

（29.6％）減少し、4,907千円となった。この結果、経常損失は前中間連結会計期間（199,796千円）に比べて

40,754千円（20.4％）減少し、159,042千円となった。

中間純損失

　当中間連結会計期間における特別利益は計上がなく（前中間連結会計期間も計上がなし）、特別損失は前中間

連結会計期間（0千円）に比べ有価証券評価損の計上等により21千円増加し、21千円となった。この結果、中間純

損失は、前中間連結会期間（125,675千円）に比べ18,953千円（15.1％）減少し、106,721千円となった。

（2）財政状態

　当中間連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末（5,260,240千円）に比べ71,943千円（1.4％）増加し、

5,332,184千円となった。

　流動資産は、前連結会計年度末（697,685千円）に比べ77,812千円（11.2％）減少し、619,872千円となった。

この減少の主な要因は、現金及び預金の減少によるものである。

　固定資産は、前連結会計年度末（4,562,555千円）に比べ149,756千円（3.3％）増加し、4,712,311千円となっ

た。この増加の主な要因は、機械装置及び運搬具の増加によるものである。

　流動負債は、前連結会計年度末（1,692,518千円）に比べ780千円（0.0％）増加し、1,693,299千円となった。

この増加の主な要因は、短期借入金の増加によるものである。

　固定負債は、前連結会計年度末（1,415,047千円）に比べ176,797千円（12.5％）増加し、1,591,844千円となっ

た。この増加の主な要因は、長期未払金の増加によるものである。

　純資産は、前連結会計年度末（2,152,675千円）に比べ105,635千円（4.9％）減少し、2,047,040千円となっ

た。この増加の主な要因は、親会社株主に帰属する中間純損失の影響によるものである。

（3）キャッシュ・フロー

　キャッシュ・フローの状況については、「第２　事業の状況　１業績等の概要　（2）キャッシュ・フロー」

に記載のとおりである。
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第３【設備の状況】

１【主要な設備の状況】

　当社は、上期において、バス事業における乗合バス５両、貸切バス２両及び高速バス２両を更新した。バス事業の

投資額は287,093千円であり、その他の事業と合わせ総額287,598千円の投資を行った。

　なお、重要な設備の除却又は売却はない。

 

２【設備の新設、除却等の計画】

　当中間連結会計期間において、前連結会計年度末において計画中であった重要な設備の除却等について、重要な変

更はない。また、下期はバス事業において、老朽車両の更新に伴い、車両１両、49,140千円を新たに投資する予定で

ある。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 10,000,000

計 10,000,000

 

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末現在発行
数（株）
（平成27年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成27年12月25日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 6,800,000 6,800,000 　　非上場

当社は単元株

制度を採用し

ていない。

計 6,800,000 6,800,000 ― ―

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はない。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はない。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はない。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の状況】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成27年４月１日～

平成27年９月30日
― 6,800,000 ― 100,000 ― ―
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（６）【大株主の状況】

  （平成27年９月30日現在）

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（株）日ノ丸総本社 鳥取県鳥取市古海601－4 477 7.02

運輸厚生会 鳥取県鳥取市古海602 209 3.07

日ノ丸共済会 鳥取県鳥取市古海602 200 2.94

国府町宇倍野財産区 鳥取県鳥取市国府町宮ノ下1221 185 2.72

澤　志郎 奈良県奈良市 140 2.06

（財）日ノ丸報恩会 鳥取県鳥取市古海601－8 75 1.10

真山　得治 鳥取県東伯郡琴浦町 75 1.10

谷口　武野 鳥取県鳥取市 65 0.95

馬場　進 鳥取県鳥取市 60 0.88

秦　哲夫 鳥取県倉吉市 60 0.88

計 ― 1,547 22.76

 

（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

（平成27年９月30日現在）
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等） ― ― ―

完全議決権株式（その他） 普通株式 6,800,000 6,800,000 ―

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 6,800,000 ― ―

総株主の議決権 ― 6,800,000 ―

 

②【自己株式等】

　該当事項はない。

 

２【株価の推移】

当社の株式は、非上場のため該当事項はない。

 

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はない。
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第５【経理の状況】

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号）に基づいて作成している。

 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号）に基づいて作成している。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間（平成27年４月１日から平成27年

９月30日まで）の中間連結財務諸表及び中間会計期間（平成27年４月１日から平成27年９月30日まで）の中間財務諸

表について、新日本有限責任監査法人により中間監査を受けている。
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１【中間連結財務諸表等】

（１）【中間連結財務諸表】

①【中間連結貸借対照表】

  (単位：千円)

 
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当中間連結会計期間
(平成27年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 ※２ 363,145 ※２ 217,528

受取手形及び売掛金 261,196 259,112

たな卸資産 14,335 15,693

繰延税金資産 42,964 105,686

その他 17,056 22,968

貸倒引当金 △1,012 △1,115

流動資産合計 697,685 619,872

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） ※２ 426,900 ※２ 411,187

機械装置及び運搬具（純額） ※３ 241,730 ※３ 340,486

土地 ※２ 2,866,468 ※２ 2,866,468

リース資産（純額） 294,524 349,005

その他（純額） ※３ 7,970 ※３ 6,159

有形固定資産合計 ※１ 3,837,595 ※１ 3,973,308

無形固定資産 21,390 17,658

投資その他の資産   

投資有価証券 ※２ 478,871 ※２ 483,880

退職給付に係る資産 140,749 151,975

その他 83,949 85,489

投資その他の資産合計 703,570 721,345

固定資産合計 4,562,555 4,712,311

資産合計 5,260,240 5,332,184
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  (単位：千円)

 
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当中間連結会計期間
(平成27年９月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 231,206 192,721

短期借入金 ※２ 295,654 ※２ 389,172

1年内返済予定の長期借入金 ※２ 414,796 ※２ 419,997

リース債務 131,096 145,760

未払金 180,349 196,482

賞与引当金 89,479 95,107

その他 349,935 254,058

流動負債合計 1,692,518 1,693,299

固定負債   

長期借入金 ※２ 235,458 ※２ 282,362

長期未払金 230,626 315,074

リース債務 196,074 237,876

繰延税金負債 5,162 15,750

再評価に係る繰延税金負債 540,973 540,973

退職給付に係る負債 139,680 140,224

役員退職慰労引当金 34,251 26,763

その他 32,820 32,820

固定負債合計 1,415,047 1,591,844

負債合計 3,107,565 3,285,144

純資産の部   

株主資本   

資本金 100,000 100,000

利益剰余金 1,026,232 919,511

株主資本合計 1,126,232 1,019,511

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 18,410 21,577

土地再評価差額金 1,003,340 1,003,340

退職給付に係る調整累計額 4,131 2,065

その他の包括利益累計額合計 1,025,883 1,026,984

非支配株主持分 559 544

純資産合計 2,152,675 2,047,040

負債純資産合計 5,260,240 5,332,184
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②【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】

  (単位：千円)

 
前中間連結会計期間

(自　平成26年４月１日
　至　平成26年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年９月30日)

売上高 ※２,※４ 1,259,659 ※２,※４ 1,286,215

売上原価 1,383,788 1,349,472

売上総損失（△） △124,129 △63,256

販売費及び一般管理費 ※１ 97,932 ※１ 106,368

営業損失（△） △222,062 △169,624

営業外収益   

受取利息 28 21

受取配当金 2,933 3,113

持分法による投資利益 751 155

受取地代家賃 5,053 5,300

スクラップ売却益 1,859 1,715

受取保険金 207 75

業務受託料 2,489 2,436

退職給付引当金戻入額 10,780 －

その他 5,134 2,670

営業外収益合計 29,238 15,490

営業外費用   

支払利息 6,558 4,542

その他 415 365

営業外費用合計 6,973 4,907

経常損失（△） △199,796 △159,042

特別損失   

固定資産除却損 ※３ 0 ※３ 0

有価証券評価損 － 21

特別損失合計 0 21

税金等調整前中間純損失（△） △199,796 △159,063

法人税、住民税及び事業税 400 400

法人税等調整額 △74,553 △52,727

法人税等合計 △74,153 △52,327

中間純損失（△） △125,643 △106,736

非支配株主に帰属する中間純利益又は非支配株主に

帰属する中間純損失（△）
31 △14

親会社株主に帰属する中間純損失（△） △125,675 △106,721
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【中間連結包括利益計算書】

  （単位：千円）

 
前中間連結会計期間

(自　平成26年４月１日
　至　平成26年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年９月30日)

中間純損失（△） △125,643 △106,736

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 7,849 3,166

退職給付に係る調整額 10,065 △2,065

その他の包括利益合計 17,915 1,100

中間包括利益 △107,728 △105,635

（内訳）   

親会社株主に係る中間包括利益 △107,760 △105,620

非支配株主に係る中間包括利益 31 △14
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③【中間連結株主資本等変動計算書】

前中間連結会計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年９月30日）

       (単位：千円)

 株主資本 その他の包括利益累計額

非支配株主
持分

純資産合計
 資本金 利益剰余金 株主資本合計

その他有価証
券評価差額金

土地再評価
差額金

退職給付に係
る調整累計額

その他の包
括利益累計
額合計

当期首残高 100,000 831,095 931,095 △6,248 976,161 20,131 990,044 464 1,921,604

会計方針の変更に
よる累積的影響額

 3,620 3,620      3,620

会計方針の変更を反
映した当期首残高

100,000 834,716 934,716 △6,248 976,161 20,131 990,044 464 1,925,224

当中間期変動額          

親会社株主に帰属
する中間純損失
（△）

 △125,675 △125,675      △125,675

株主資本以外の項
目の当中間期変動
額（純額）

   7,849  △10,065 △2,216 31 △2,184

当中間期変動額合計 － △125,675 △125,675 7,849 － △10,065 △2,216 31 △127,859

当中間期末残高 100,000 709,041 809,041 1,601 976,161 10,065 987,827 496 1,797,365

 

当中間連結会計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年９月30日）

       (単位：千円)

 株主資本 その他の包括利益累計額

非支配株主
持分

純資産合計
 資本金 利益剰余金 株主資本合計

その他有価証
券評価差額金

土地再評価
差額金

退職給付に係
る調整累計額

その他の包
括利益累計
額合計

当期首残高 100,000 1,026,232 1,126,232 18,410 1,003,340 4,131 1,025,883 559 2,152,675

会計方針の変更に
よる累積的影響額

  －      －

会計方針の変更を反
映した当期首残高

100,000 1,026,232 1,126,232 18,410 1,003,340 4,131 1,025,883 559 2,152,675

当中間期変動額          

親会社株主に帰属
する中間純損失
（△）

 △106,721 △106,721      △106,721

株主資本以外の項
目の当中間期変動
額（純額）

   3,166  △2,065 1,100 △14 1,086

当中間期変動額合計 － △106,721 △106,721 3,166 － △2,065 1,100 △14 △105,635

当中間期末残高 100,000 919,511 1,019,511 21,577 1,003,340 2,065 1,026,984 544 2,047,040

 

EDINET提出書類

日ノ丸自動車株式会社(E04168)

半期報告書

15/40



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

  (単位：千円)

 
前中間連結会計期間

(自　平成26年４月１日
　至　平成26年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前中間純損失（△） △199,796 △159,063

減価償却費 153,778 155,747

固定資産除却損 0 0

貸倒引当金の増減額（△は減少） 69 102

賞与引当金の増減額（△は減少） 3,993 5,627

退職給付に係る資産の増減額（△は増加） △25,465 △17,680

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △1,668 3,818

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 1,068 △7,488

受取利息及び受取配当金 △2,962 △3,135

支払利息 6,558 4,542

持分法による投資損益（△は益） △751 △155

有価証券評価損益（△は益） － 21

売上債権の増減額（△は増加） 57,272 2,083

たな卸資産の増減額（△は増加） 7,662 △1,357

仕入債務の増減額（△は減少） 5,198 △38,484

未払金の増減額（△は減少） △27,195 △5,955

未払消費税等の増減額（△は減少） 35,253 △16,671

その他の資産・負債の増減額 663 16,919

小計 13,679 △61,130

利息及び配当金の受取額 2,962 3,135

利息の支払額 △6,774 △4,757

法人税等の支払額 △104,495 △80,744

営業活動によるキャッシュ・フロー △94,628 △143,496

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △18,062 △16,863

定期預金の払戻による収入 22,466 15,862

有形固定資産の取得による支出 △9,307 △6,478

投資活動によるキャッシュ・フロー △4,903 △7,479

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 158,444 93,518

長期借入れによる収入 318,000 318,000

長期借入金の返済による支出 △286,015 △265,895

割賦債務の返済による支出 △51,168 △64,516

リース債務の返済による支出 △78,430 △76,749

財務活動によるキャッシュ・フロー 60,829 4,356

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △38,702 △146,618

現金及び現金同等物の期首残高 273,940 319,930

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※ 235,237 ※ 173,312
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【注記事項】

（中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

１．連結の範囲に関する事項

(1）連結子会社の数 1社

   連結子会社の名称

㈱日ノ丸観光トラベル

(2）非連結子会社の名称等

　　非連結子会社

㈱日ノ丸アネックス

（連結の範囲から除いた理由）

　非連結子会社１社はその総資産、売上高、中間純損益及び利益剰余金等からみていずれも小規模であり、全体

として中間連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないため連結の範囲から除外している。

 

２．持分法の適用に関する事項

(1）持分法適用の非連結子会社数　1社

　　非連結子会社の名称

㈱日ノ丸アネックス

(2）持分法適用の関連会社数　1社

　　関連会社の名称

鳥取バスターミナル㈱

(3）持分法適用会社のうち中間決算日が中間連結決算日と異なる会社（１社）については、中間連結会計期間に係

るその会社の仮決算に基づく財務諸表を使用している。

 

３．連結子会社の中間決算日等に関する事項

連結子会社の中間決算日と中間連結決算日は一致している。

 

４．会計処理基準に関する事項

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

　中間連結決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定）

時価のないもの

　移動平均法による原価法

②　たな卸資産

最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

①　有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法。ただし、駐車場事業設備及び平成10年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）について

は定額法。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりである。

建物及び構築物 10～50年

機械装置及び運搬具 ２～17年

②　リース資産

　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用している。
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(3）重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金

　売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を検討し回収不能見込額を計上している。

②　賞与引当金

　従業員の賞与の支給に備えるため、将来の支給見込額のうち当中間連結会計期間の負担額を計上してい

る。

③　役員退職慰労引当金

　当社は役員の退職慰労金の支払に備えて、役員退職慰労金規程に基づく当中間連結会計期間末要支給額を

計上している。

(4）退職給付に係る会計処理の方法

①　退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法について

は、期間定額基準によっている。

②　数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

　過去勤務費用については、発生年度に一括損益処理している。

　数理計算上の差異については、発生年度の翌連結会計年度に一括損益処理している。

(5）中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、随時引出可能な預金からなる。

(6）その他中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。

（表示方法の変更）

（中間連結損益計算書）

　前中間連結会計期間において「営業外収益」の「その他」に含めていた「業務受託料」は重要性が増し

たため、当中間連結会計期間より独立掲記することとした。この表示方法の変更を反映させるため、前中

間連結会計期間の連結財務諸表の組み替えを行っている。

　この結果、前中間連結会計期間の中間連結損益計算書において「営業外収益」の「その他」に表示してい

た7,624千円は、「業務受託料」2,489千円及び「その他」5,134千円として組み替えている。

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　前中間連結会計期間において、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含めていた「退職

給付に係る資産の増減額（△は増加）」は重要性が増したため、当中間連結会計期間より独立掲記すること

とした。この表示方法の変更を反映させるため、前中間連結会計期間の連結財務諸表の組み替えを行ってい

る。

　この結果、前中間連結会計期間の連結キャッシュ・フロー計算書において「営業活動によるキャッシュ・

フロー」の「その他」に表示していた△24,801千円は、「退職給付に係る資産の増減額（△は増加）」△

25,465千円及び「その他」663千円として組み替えている。
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（中間連結貸借対照表関係）

※１　有形固定資産の減価償却累計額

前連結会計年度
（平成27年３月31日）

当中間連結会計期間
（平成27年９月30日）

3,288,235千円 3,321,033千円

 

※２　担保資産及び担保付債務

　担保に供している資産は、次のとおりである。

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）
当中間連結会計期間
（平成27年９月30日）

 　千円 　千円 千円 千円

現金及び預金（定期預金） 10,149 (　－　) 10,149 (　－　)

建物及び構築物 416,242 (22,439) 401,027 ( － )

土地 2,859,078 (1,159,413) 2,829,904 ( － )

投資有価証券 120,044 (　－　) 124,744 (　－　)

計 3,405,514 (1,181,853) 3,365,826 ( － )

　上記のうち（　　）内書は道路交通事業財団抵当を示している。なお、上記担保資産のうち、建物319,030千円を株式

会社日ノ丸総本社及び株式会社鳥取大丸の銀行借入金に対する物上保証に供している。

 

　担保付債務は、次のとおりである。

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）
当中間連結会計期間
（平成27年９月30日）

短期借入金 245,634千円 314,172千円

長期借入金（１年以内返済額を含む） 540,854 632,559

（うち　道路交通事業財団長期借入金） (6,192) (　－　)

計 786,488 946,731

 

※３　国庫補助金等の受入により取得価額から直接控除している圧縮記帳額

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）
当中間連結会計期間
（平成27年９月30日）

機械装置及び運搬具 1,189,887千円 1,168,499千円

その他 36,668 3,702
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（中間連結損益計算書関係）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりである。

 
前中間連結会計期間

（自　平成26年４月１日
　　至　平成26年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成27年４月１日

　　至　平成27年９月30日）

役員報酬 15,587千円 17,572千円

給与・手当及び賞与 39,208 38,174

賞与引当金繰入額 3,526 3,372

役員退職慰労引当金繰入額 1,068 8,149

退職給付費用 880 501

 

※２　売上高の中には運行費補助金等が含まれている。

 
前中間連結会計期間

（自　平成26年４月１日
至　平成26年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年９月30日）

 9,047千円 9,838千円

 

※３　固定資産除却損の内容は次のとおりである。

 
前中間連結会計期間

（自　平成26年４月１日
至　平成26年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年９月30日）

機械装置及び運搬具 0千円 0千円

建物及び構築物 0 －

 

※４　当社グループの売上高は、通常の営業形態によるものの他、売上に計上している運行費補助金等が下期

において確定するため、連結会計年度の上半期の売上高と下半期の売上高との間に著しい相違がある。
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（中間連結株主資本等変動計算書関係）

前中間連結会計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年９月30日）

発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度期
首株式数（株）

当中間連結会計期間
増加株式数（株）

当中間連結会計期間
減少株式数（株）

当中間連結会計期間
末株式数（株）

発行済株式     

普通株式 6,800,000 ― ― 6,800,000

合計 6,800,000 ― ― 6,800,000

自己株式     

普通株式 ― ― ― ―

合計 ― ― ― ―

 

当中間連結会計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年９月30日）

発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度期
首株式数（株）

当中間連結会計期間
増加株式数（株）

当中間連結会計期間
減少株式数（株）

当中間連結会計期間
末株式数（株）

発行済株式     

普通株式 6,800,000 ― ― 6,800,000

合計 6,800,000 ― ― 6,800,000

自己株式     

普通株式 ― ― ― ―

合計 ― ― ― ―

 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は下記の

とおりである。

 
前中間連結会計期間

（自　平成26年４月１日
至　平成26年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年９月30日）

現金及び預金勘定 277,349千円 217,528千円

預入期間が３か月を超える定期預金 △42,111 △44,215

現金及び現金同等物 235,237 173,312
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（リース取引関係）

 ファイナンス・リース取引

 　所有権移転外ファイナンス・リース取引

①リース資産の内容

(1）　有形固定資産

バス事業における機械装置及び運搬具等である。

(2）　無形固定資産

ソフトウェアである。

 

②リース資産の減価償却の方法

 中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４．会計処理基準に関する事項 (2）重要な減価償却資

産の減価償却の方法」に記載のとおりである。
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（金融商品関係）

金融商品の時価等に関する事項

　中間連結貸借対照表計上額（連結貸借対照表計上額）、時価及びこれらの差額については、次のとおりである。

なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれていない（（注）２．参照）。

 

前連結会計年度（平成27年３月31日）

 
連結貸借対照表計上額

（千円）
時価（千円） 差額（千円）

(1）現金及び預金 363,145 363,145 －

(2）受取手形及び売掛金 261,196 260,183 －

貸倒引当金 △1,012 － －

(3）投資有価証券 124,490 124,490 －

資産計 747,820 747,820 －

(1）短期借入金 295,654 295,654 －

(2）長期借入金 650,254 650,308 54

(3）長期未払金（※） 304,114 294,456 △9,657

負債計 1,250,022 1,240,419 △9,603

 

当中間連結会計期間（平成27年９月30日）

 
中間連結貸借対照表計上
額（千円）

時価（千円） 差額（千円）

(1）現金及び預金 217,528 217,528 －

(2）受取手形及び売掛金 259,112 257,996 －

貸倒引当金 △1,115 － －

(3）投資有価証券 129,365 129,365 －

資産計 604,889 604,889 －

(1）短期借入金 389,172 389,172 －

(2）長期借入金

(3）長期未払金（※）

702,359

410,650

702,869

396,769

510

△13,881

負債計 1,502,181 1,488,810 △13,370

 （※）割賦販売契約に基づく長期未払金のみを記載している。

 （注）１．金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項

資　産

(1)現金及び預金、(2）受取手形及び売掛金

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額

によっている。

(3)投資有価証券

　投資有価証券の時価について、株式は取引所の価格によっている。また、保有目的ごとの有価証券に関

する事項については、注記事項「有価証券関係」を参照。

負　債

(1)短期借入金

　短期借入金は短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿

価額によっている。

(2)長期借入金

長期借入金の時価は、元利金の合計額を、同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いた

現在価値により算定している。また、長期借入金には１年以内に返済予定のものも含まれている。

(3)長期未払金

長期未払金の時価は、元利金の合計額を、同様の新規購入を行った場合に想定される利率で割り引いた

現在価値により算定している。また、長期未払金には１年以内に返済予定のものも含まれている。
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２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

（単位：千円）

区分
前連結会計年度

（平成27年３月31日）
当中間連結会計期間
（平成27年９月30日）

非上場株式 85,498 85,477

関係会社株式 268,881 269,037

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「（3）

投資有価証券」には含めていない。

３．金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含

まれている。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することに

より、当該価額が変動することがある。

（有価証券関係）

１．満期保有目的の債券

前連結会計年度（平成27年３月31日）

該当事項はない。

当中間連結会計期間（平成27年９月30日）

該当事項はない。

２．その他有価証券

前連結会計年度（平成27年３月31日）

 種類
連結貸借対照表計上
額（千円）

取得原価（千円） 差額（千円）

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えるも
の

(1）株式 124,490 96,154 28,336

(2）債券 － － －

(3）その他 － － －

小計 124,490 96,154 28,336

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えない
もの

(1）株式 － － －

(2）債券 － － －

(3）その他 － － －

小計 － － －

合計 124,490 96,154 28,336

（注）前連結会計年度において、有価証券について減損処理を行っていない。

なお、減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を

行い、30～50％程度下落した場合には、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処理を行っ

ている。
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当中間連結会計期間（平成27年９月30日）

 種類
中間連結貸借対照表
計上額（千円）

取得原価（千円） 差額（千円）

中間連結貸借対照表計

上額が取得原価を超え

るもの

(1）株式 129,365 96,154 33,211

(2）債券 － － －

(3）その他 － － －

小計 129,365 96,154 33,211

中間連結貸借対照表計

上額が取得原価を超え

ないもの

(1）株式 － － －

(2）債券 － － －

(3）その他 － － －

小計 － － －

合計 129,365 96,154 33,211

 

３．減損処理を行った有価証券

　当中間連結会計期間において、その他有価証券で時価を把握することが極めて困難と認められるものについ

て21千円減損処理を行っている。

　なお、減損処理にあたっては、中間連結決算日における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全

て減損処理を行い、30～50％程度下落した場合には、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減

損処理を行っている。

（デリバティブ取引関係）

デリバティブ取引を利用していないため、該当事項はない。

（ストック・オプション等関係）

　該当事項はない。

（資産除去債務関係）

該当事項はない。

（賃貸等不動産関係）

　賃貸等不動産の中間連結貸借対照表計上額及び中間連結決算日における時価に、前連結会計年度の末日に比し

て著しい変動が認められないため、記載を省略している。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

　当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であ

り、取締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となってい

るものである。

　当社グループは、事業内容を基礎としたサービス別のセグメントから構成されており、「バス事業」、

「航空代理店事業」、「駐車場事業」の３つを報告セグメントとしている。

　「バス事業」は、高速バスを含む乗合バス及び貸切バスの運行をしている。「航空代理店事業」は鳥取

県内２空港において航空機の運行支援業務をはじめとする地上支援業務をしている。「駐車場事業」は７

階建立体駐車場を有し賃貸している。

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、その他の項目の金額の算定方法

　報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要

な事項」における記載と概ね同一である。

　報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値である。

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、その他の項目の金額に関する情報

 

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年９月30日）

       （単位：千円）

 報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

中間連結
財務諸表
計上額
（注）３

 バス事業
航空

代理店事業
駐車場事業 計

売上高         

外部顧客への
売上高

810,013 271,587 54,829 1,136,429 123,229 1,259,659 － 1,259,659

セグメント間
の内部売上高
又は振替高

－ － － － 10,656 10,656 △10,656 －

計 810,013 271,587 54,829 1,136,429 133,885 1,270,315 △10,656 1,259,659

セグメント利益
又は損失（△）

△294,872 72,525 39,717 △182,629 20,364 △162,264 △59,797 △222,062

セグメント資産 3,708,051 130,949 867,878 4,706,879 206,573 4,913,453 435,763 5,349,216

その他の項目         

減価償却費 135,581 47 10,780 146,409 4,431 150,841 2,937 153,778

有形固定資産
及び無形固定
資産の増加額

227,776 － － 227,776 24,513 252,290 － 252,290

（注）１．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、物品販売事業、旅行斡

旋事業、受託バス事業等を含んでいる。

２．調整額は以下のとおりである。

（1）セグメント利益又は損失（△）の調整額（△59,797千円）の主なものは、親会社本社の総務部

門に係る費用である。

（2）セグメント資産の調整額（435,763千円）の主なものは、親会社での余資運用資金（現金及び預

金）、長期投資資金（投資有価証券）及び管理部門に係る資産等である。

（3）減価償却費の調整額（2,937千円）の主なものは、親会社本社に係る減価償却費である。

３．セグメント利益又は損失（△）は、中間連結財務諸表の営業損失（△）と調整を行っている。
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Ⅱ　当中間連結会計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年９月30日）

       （単位：千円）

 報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

中間連結
財務諸表
計上額
（注）３

 バス事業
航空

代理店事業
駐車場事業 計

売上高         

外部顧客への
売上高

861,358 252,652 56,047 1,170,057 116,157 1,286,215 － 1,286,215

セグメント間
の内部売上高
又は振替高

－ － － － 11,204 11,204 △11,204 －

計 861,358 252,652 56,047 1,170,057 127,362 1,297,420 △11,204 1,286,215

セグメント利益
又は損失（△）

△211,304 46,928 39,946 △124,429 23,578 △100,850 △68,774 △169,624

セグメント資産 3,811,096 81,788 846,192 4,739,077 192,830 4,931,907 400,276 5,332,184

その他の項目         

減価償却費 139,458 120 10,780 150,359 4,739 155,098 648 155,747

有形固定資産
及び無形固定
資産の増加額

287,093 393 － 287,486 241 287,728 － 287,728

（注）１．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、物品販売事業、旅行斡

旋事業、受託バス事業等を含んでいる。

２．調整額は以下のとおりである。

（1）セグメント利益又は損失（△）の調整額（△68,774千円）の主なものは、親会社本社の総務部

門に係る費用である。

（2）セグメント資産の調整額（400,276千円）の主なものは、親会社での余資運用資金（現金及び預

金）、長期投資資金（投資有価証券）及び管理部門に係る資産等である。

（3）減価償却費の調整額（648千円）の主なものは、親会社本社に係る減価償却費である。

３．セグメント利益又は損失（△）は、中間連結財務諸表の営業損失（△）と調整を行っている。
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【関連情報】

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年９月30日）

１．製品及びサービスごとの情報　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

 バス事業 航空代理店事業 駐車場事業 その他 合計

外部顧客への売上高 810,013 271,587 54,829 123,229 1,259,659

２．地域ごとの情報

(1）売上高

　本邦の外部顧客への売上高が中間連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略してい

る。

(2）有形固定資産

　本邦に所在している有形固定資産の金額が中間連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超える

ため、記載を省略している。

３．主要な顧客ごとの情報　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

全日本空輸株式会社 253,803 航空代理店事業

 

Ⅱ　当中間連結会計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年９月30日）

１．製品及びサービスごとの情報　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

 バス事業 航空代理店事業 駐車場事業 その他 合計

外部顧客への売上高 861,358 252,652 56,047 116,157 1,286,215

２．地域ごとの情報

(1）売上高

　本邦の外部顧客への売上高が中間連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略してい

る。

(2）有形固定資産

　本邦に所在している有形固定資産の金額が中間連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超える

ため、記載を省略している。

３．主要な顧客ごとの情報　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

全日本空輸株式会社 241,897 航空代理店事業
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【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

該当事項はない。

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

該当事項はない。

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

該当事項はない。

 

（１株当たり情報）

１株当たり純資産額及び算定上の基礎は、以下のとおりである。

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）
当中間連結会計期間
（平成27年９月30日）

１株当たり純資産額 316.48円 301.03円

（算定上の基礎）   

純資産の部の合計額（千円） 2,152,675 2,047,040

純資産の部の合計額から控除する金額（千円） 559 544

（うち非支配株主持分）（千円） (559) (544)

普通株式に係る中間期末（期末）の純資産額

（千円）
2,152,115 2,046,495

１株当たり純資産額の算定に用いられた中間期末

（期末）の普通株式の数（千株）
6,800 6,800

 

１株当たり中間純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりである。

 
前中間連結会計期間

（自　平成26年４月１日
至　平成26年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年９月30日）

１株当たり中間純損失金額（△） △18.48円 △15.69円

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する中間純損失金額（△）（千

円）
△125,675 △106,721

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する中間純損失

金額（△）（千円）
△125,675 △106,721

普通株式の期中平均株式数（千株） 6,800 6,800

（注）潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額については、１株当たり中間純損失金額であり、また、潜在株式がな

いため記載していない。

（重要な後発事象）

該当事項はない。

（２）【その他】

　該当事項はない。
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２【中間財務諸表等】

（１）【中間財務諸表】

①【中間貸借対照表】

  (単位：千円)

 
前事業年度

(平成27年３月31日)
当中間会計期間

(平成27年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 307,499 161,709

受取手形 78 －

売掛金 232,721 223,528

たな卸資産 14,208 15,054

繰延税金資産 42,964 105,686

その他 13,030 13,781

貸倒引当金 △798 △901

流動資産合計 609,704 518,858

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） ※１ 418,062 ※１ 402,744

構築物（純額） 8,799 8,407

機械及び装置（純額） 41,710 39,132

車両運搬具（純額） ※２ 200,019 ※２ 301,353

工具、器具及び備品（純額） ※２ 7,970 ※２ 6,051

土地 ※１ 2,866,468 ※１ 2,866,468

リース資産（純額） 293,255 348,018

有形固定資産合計 3,836,287 3,972,178

無形固定資産 16,116 14,262

投資その他の資産   

投資有価証券 ※１ 209,989 ※１ 214,842

関係会社株式 212,000 212,000

出資金 4,809 4,818

長期前払費用 200 150

前払年金費用 127,840 145,521

その他 56,635 58,214

投資その他の資産合計 611,475 635,547

固定資産合計 4,463,878 4,621,988

資産合計 5,073,582 5,140,847
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  (単位：千円)

 
前事業年度

(平成27年３月31日)
当中間会計期間

(平成27年９月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形 156,452 116,949

買掛金 39,008 34,157

短期借入金 ※１ 290,654 ※１ 384,172

1年内返済予定の長期借入金 ※１ 414,796 ※１ 419,997

リース債務 126,560 142,812

未払金 179,364 194,708

未払法人税等 80,223 400

賞与引当金 89,479 95,107

その他 256,244 ※３ 232,107

流動負債合計 1,632,784 1,620,411

固定負債   

長期借入金 ※１ 235,458 ※１ 282,362

長期未払金 230,626 315,074

リース債務 194,885 237,368

繰延税金負債 2,934 14,636

再評価に係る繰延税金負債 540,973 540,973

退職給付引当金 133,132 136,950

役員退職慰労引当金 34,251 26,763

その他 32,820 32,820

固定負債合計 1,405,082 1,586,948

負債合計 3,037,866 3,207,359

純資産の部   

株主資本   

資本金 100,000 100,000

利益剰余金   

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金 913,964 808,568

利益剰余金合計 913,964 808,568

株主資本合計 1,013,964 908,568

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 18,410 21,577

土地再評価差額金 1,003,340 1,003,340

評価・換算差額等合計 1,021,751 1,024,918

純資産合計 2,035,716 1,933,487

負債純資産合計 5,073,582 5,140,847
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②【中間損益計算書】

  (単位：千円)

 
前中間会計期間

(自　平成26年４月１日
　至　平成26年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年９月30日)

売上高 ※１,※５ 1,228,674 ※１,※５ 1,260,762

売上原価 1,394,183 1,360,400

売上総損失（△） △165,508 △99,638

販売費及び一般管理費 59,797 68,774

営業損失（△） △225,305 △168,412

営業外収益 ※２ 28,563 ※２ 15,614

営業外費用 ※３ 6,973 ※３ 4,903

経常損失（△） △203,715 △157,701

特別損失 0 21

税引前中間純損失（△） △203,715 △157,723

法人税、住民税及び事業税 400 400

法人税等調整額 △74,553 △52,727

法人税等合計 △74,153 △52,327

中間純損失（△） △129,562 △105,395
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③【中間株主資本等変動計算書】

前中間会計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年９月30日）

      (単位：千円)

 株主資本 評価・換算差額等

純資産合計

 

資本金

利益剰余金

株主資本合計
その他有価証
券評価差額金

土地再評価差
額金

評価・換算差
額等合計 

その他利益剰
余金

 繰越利益剰余金

当期首残高 100,000 727,800 827,800 △6,248 976,161 969,912 1,797,713

会計方針の変更による
累積的影響額  3,620 3,620    3,620

会計方針の変更を反映し
た当期首残高

100,000 731,420 831,420 △6,248 976,161 969,912 1,801,333

当中間期変動額        

中間純損失（△）  △129,562 △129,562    △129,562

株主資本以外の項目の
当中間期変動額（純
額）

   7,849 － 7,849 7,849

当中間期変動額合計 － △129,562 △129,562 7,849 － 7,849 △121,712

当中間期末残高 100,000 601,858 701,858 1,601 976,161 977,762 1,679,620

 

当中間会計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年９月30日）

      (単位：千円)

 株主資本 評価・換算差額等

純資産合計

 

資本金

利益剰余金

株主資本合計
その他有価証
券評価差額金

土地再評価差
額金

評価・換算差
額等合計 

その他利益剰
余金

 繰越利益剰余金

当期首残高 100,000 913,964 1,013,964 18,410 1,003,340 1,021,751 2,035,716

会計方針の変更による
累積的影響額   －    －

会計方針の変更を反映し
た当期首残高

100,000 913,964 1,013,964 18,410 1,003,340 1,021,751 2,035,716

当中間期変動額        

中間純損失（△）  △105,395 △105,395    △105,395

株主資本以外の項目の
当中間期変動額（純
額）

   3,166  3,166 3,166

当中間期変動額合計 － △105,395 △105,395 3,166 － 3,166 △102,228

当中間期末残高 100,000 808,568 908,568 21,577 1,003,340 1,024,918 1,933,487
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【注記事項】

（重要な会計方針）

１．資産の評価基準及び評価方法

(1）有価証券

子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

その他有価証券

時価のあるもの

 中間決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平

均法により算定）

時価のないもの

 移動平均法による原価法

(2）たな卸資産

最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

 

２．固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法。ただし、駐車場事業設備及び平成10年４月１日以降に取得した建物（附属設備は除く）については

定額法。

 なお、主な耐用年数は以下のとおりである。

建物 10～50年

構築物 10～45年

機械及び装置 13～17年

車両運搬具 ２～５年

工具、器具及び備品 ４～15年

（2）リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用している。

 

３．引当金の計上基準

(1）貸倒引当金

　売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し回収不能見込額を計上している。

(2）賞与引当金

　従業員の賞与の支給に備えるため、将来の支給見込額のうち当中間会計期間の負担額を計上している。

(3）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上して

いる。

①　退職給付見込額の期間帰属方法

　　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については、

期　間定額基準によっている。

②　数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

　　過去勤務費用については、発生年度に一括損益処理している。

　　数理計算上の差異については、発生年度の翌事業年度に一括損益処理している。

(4）役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支払に備えて、役員退職慰労金規程に基づく当中間会計期間末要支給額を計上している。

 

４．その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。
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（中間貸借対照表関係）

※１　担保資産及び担保付債務

　担保に供している資産は、次のとおりである。

 
前事業年度

（平成27年３月31日）
当中間会計期間

（平成27年９月30日）

 　千円 　千円 千円 千円

建物 416,242 (22,439) 401,027 ( － )

土地 2,859,078 (1,159,413) 2,829,904 ( － )

投資有価証券 120,044 (　－　) 124,744 (　－　)

計 3,395,365 (1,181,853) 3,355,677 ( － )

　上記のうち（　　）内書は道路交通事業財団抵当を示している。なお、上記担保資産のうち、建物319,030千円を株式

会社日ノ丸総本社及び株式会社鳥取大丸の銀行借入金に対する物上保証に供している。

 

　担保付債務は、次のとおりである。

 
前事業年度

（平成27年３月31日）
当中間会計期間

（平成27年９月30日）

短期借入金 240,634千円 309,172千円

長期借入金（1年以内返済額を含む） 540,854 632,559

（うち　道路交通事業財団長期借入金） (6,192) ( － )

計 781,488 941,731

 

※２　国庫補助金等の受入により取得価額から直接控除している圧縮記帳額

 
前事業年度

（平成27年３月31日）
当中間会計期間

（平成27年９月30日）

車両運搬具 1,189,887千円 1,168,499千円

工具、器具及び備品 36,668 3,702

 

※３　消費税等の取扱い

　当中間会計期間において、仮払消費税等及び仮受消費税等は、相殺のうえ、金額的重要性が乏しいた

め、流動負債の「その他」に含めて表示している。
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（中間損益計算書関係）

※１　売上高の中には運行費補助金等が含まれている。

 
前中間会計期間

（自　平成26年４月１日
至　平成26年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年９月30日）

 9,047千円 9,838千円

 

※２　営業外収益のうち主要な費目及び金額は次のとおりである。

 
前中間会計期間

（自　平成26年４月１日
至　平成26年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年９月30日）

受取利息

受取配当金

退職給付引当金戻入額

受取地代家賃

業務受託料

22千円

2,933

10,780

5,509

2,489

16千円

3,113

－

5,756

2,436

 

※３　営業外費用のうち主要な費目及び金額は次のとおりである。

 
前中間会計期間

（自　平成26年４月１日
至　平成26年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年９月30日）

支払利息 6,557千円 4,538千円

 

　４　減価償却実施額は次のとおりである。

 
前中間会計期間

（自　平成26年４月１日
至　平成26年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年９月30日）

有形固定資産 149,759千円 151,707千円

無形固定資産 1,854 1,854

 

※５　当社の売上高は、通常の営業形態によるものの他、売上に計上している運行費補助金等が下期において

確定するため、事業年度の上半期の売上高と下半期の売上高との間に著しい相違がある。

（有価証券関係）

子会社株式及び関連会社株式（前事業年度の貸借対照表計上額及び当中間会計期間の中間貸借対照表計上

額　子会社株式15,000千円、関連会社株式197,000千円）は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困

難と認められることから、記載していない。

 

（重要な後発事象）

　該当事項はない。

 

（２）【その他】

　該当事項はない。
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第６【提出会社の参考情報】
　当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出している。

有価証券報告書及びその添付書類
事業年度

（第125期）

（自　平成26年４月１日

至　平成27年３月31日）

平成27年６月29日

中国財務局長に提出
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はない。
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 独立監査人の中間監査報告書 

 

 平成27年12月25日

日ノ丸自動車株式会社  

 取締役会　御中  

 

 新日本有限責任監査法人  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 和田林 一毅　 印

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 柴田　芳宏　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる日ノ丸自動車株式会社の平成27年４月１日から平成28年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成27年

４月１日から平成27年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、

中間連結包括利益計算書、中間連結株主資本等変動計算書、中間連結キャッシュ・フロー計算書、中間連結財務諸表作成

のための基本となる重要な事項及びその他の注記について中間監査を行った。

 

中間連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠して中間連結財務諸

表を作成し有用な情報を表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財務諸表を

作成し有用な情報を表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した中間監査に基づいて、独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表

明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に準拠して中間監査を

行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関し

て投資者の判断を損なうような重要な虚偽表示がないかどうかの合理的な保証を得るために、中間監査に係る監査計画を

策定し、これに基づき中間監査を実施することを求めている。

　中間監査においては、中間連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するために年度監査と比べて監査手続

の一部を省略した中間監査手続が実施される。中間監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による中間連結

財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて、分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手

続が選択及び適用される。中間監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法

人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な中間監査手続を立案するために、中間連結財務諸表の作成と有用

な情報の表示に関連する内部統制を検討する。また、中間監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに

経営者によって行われた見積りの評価も含め中間連結財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、中間監査の意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

中間監査意見

　当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、日ノ丸自動車株式会社及び連結子会社の平成27年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間

連結会計期間（平成27年４月１日から平成27年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な

情報を表示しているものと認める。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以上

（注）１．上記は中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管してい

る。

２．ＸＢＲＬデータは中間監査の対象には含まれていない。
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 独立監査人の中間監査報告書 

 

 平成27年12月25日

日ノ丸自動車株式会社  

 取締役会　御中  

 

 新日本有限責任監査法人  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 和田林 一毅 　印

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 柴田　芳宏　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる日ノ丸自動車株式会社の平成27年４月１日から平成28年３月31日までの第126期事業年度の中間会計期間（平成27年

４月１日から平成27年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本

等変動計算書、重要な会計方針及びその他の注記について中間監査を行った。

 

中間財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して中間財務諸表を作成

し有用な情報を表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間財務諸表を作成し有用な

情報を表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した中間監査に基づいて、独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に準拠して中間監査を行っ

た。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判

断を損なうような重要な虚偽表示がないかどうかの合理的な保証を得るために、中間監査に係る監査計画を策定し、これ

に基づき中間監査を実施することを求めている。

　中間監査においては、中間財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するために年度監査と比べて監査手続の一

部を省略した中間監査手続が実施される。中間監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による中間財務諸表

の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて、分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続が選択

及び適用される。中間監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リ

スク評価の実施に際して、状況に応じた適切な中間監査手続を立案するために、中間財務諸表の作成と有用な情報の表示

に関連する内部統制を検討する。また、中間監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め中間財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、中間監査の意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

中間監査意見

　当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、日ノ丸自動車株式会社の平成27年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成27年４月１

日から平成27年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以上

（注）１．上記は中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管してい

る。

２．ＸＢＲＬデータは中間監査の対象には含まれていない。
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